
（退職給付関係）

１. 採用している退職給付制度の概要

　国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及び退職一時

年金制度を設けており、一部の国内連結子会社は総合設立型の厚生年金基金制度を有しております。また、

従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

　また、一部の国内連結子会社は、確定拠出年金制度を設けております。

　なお、連結子会社である三井住友銀行及び一部の国内連結子会社において退職給付信託を設定しており

ます。

２. 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 (A) 

年金資産 (B)

未積立退職給付債務 (C)＝(A)＋(B)

未認識数理計算上の差異 (D)

未認識過去勤務債務 (E)

連結貸借対照表計上額の純額 (F)＝(C)＋(D)＋(E)

前払年金費用 (G)

退職給付引当金 (F)－(G)

(注)　１. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

(注)　２. 総合設立型の厚生年金基金制度に係る年金資産(掛金拠出割合按分額)は、19,648百万円であり、

　　　　　上記年金資産には含めておりません。

当連結会計年度

金額（百万円）

178,182

△ 34,424

（平成19年 3月31日現在）区　　分

△ 910,139

1,186,060

275,921

△ 83,905

△ 48,257

143,757
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３. 退職給付費用に関する事項

勤務費用 20,082

利息費用 22,325

期待運用収益 △ 30,184

数理計算上の差異の費用処理額 3,305

過去勤務債務の費用処理額 △ 11,175

その他(臨時に支払った割増退職金等) 3,254

退職給付費用 7,607

退職給付信託返還益 △ 36,330

計 △ 28,722

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、主として「勤務費用」に含めて計上しており

      ます。

４. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 割引率 1.4％～2.5％

(2) 期待運用収益率 0％～4.5％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4) 過去勤務債務の額の処理年数

　　

(5) 数理計算上の差異の処理年数

従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

による定額法により按分した額を、それぞ

こととしている）

れ発生の翌連結会計年度から損益処理する

主として９年（その発生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数による定額法

により損益処理することとしている）

主として９年（各連結会計年度の発生時の

金額（百万円）

（平成19年 3月31日現在）

当連結会計年度

当連結会計年度

（自　平成18年 4月 1日

　  至　平成19年 3月31日）
区　　分

区　　分
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